
（平成２２年１１月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口国民年金 事案 622                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年６月から 49 年３月までの国民年

金保険料については、免除されていたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年６月から 52 年３月まで 

② 昭和 60 年 11 月から 62 年２月まで 

私は、申立期間①は、家計には苦しみながらも国民年金保険料を納付

し、納付できないときは免除申請をした記憶がある。 

また、申立期間②は、60 歳になった時に、Ａ市役所の担当者から 65

歳まで納付すれば年金額が増えると教えてもらったので、引き続き国民

年金保険料を納付した。 

両申立期間の国民年金保険料について、納付又は免除申請したのに、

国の記録では未加入とされているので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、国民年金被保険者台帳及びオンライン記録では

国民年金の未加入期間と記録されているところ、Ａ市が保管する国民年

金保険料収納簿では、申立期間①のうち、昭和 48 年６月から 49 年３月

までの期間については、申請免除期間と記録されていることが確認でき、

49 年４月から 52 年３月までの期間については、納付又は免除申請した

ことが確認できず、オンライン記録とＡ市の記録に齟齬
そ ご

が見られる。 

  一方、申立期間①のうち、昭和 49 年４月から 52 年３月までの期間に

ついては、申立人は国民年金保険料を納付し、経済的に納付できないと

きは免除申請したとしているところ、申立人の納付時期、納付金額、納



付方法及び免除申請手続の申請時期等の記憶は曖昧
あいまい

である。 

  また、申立人は、当該期間について、単身で生活しており、一緒に国

民年金保険料を納付又は免除申請した者はいないと述べていることから、

具体的な証言を得ることができる関係者も見当たらず、保険料の納付又

は免除申請状況が不明である。 

  さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付又は免除申請した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金

保険料を納付又は免除申請したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は、60 歳になった昭和 60 年＊月の時点

で、国民年金への任意加入手続を行い、それ以前の期間に引き続いて保

険料を納付したと申し立てている。 

  しかし、60 歳以降に国民年金に任意加入することができるようにな

ったのは、昭和 61 年４月からであることから、申立期間②のうち、60

年＊月から 61 年３月までの期間は、制度上、国民年金に任意加入する

ことができない。 

  また、オンライン記録及びＡ市が保管する国民年金保険料収納簿から、

申立人は昭和 62 年３月 13 日に国民年金に任意加入していることが確認

でき、申立期間②において、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料を納

付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 48 年６月から 49 年３月までの国民年金保険料を免除されていた

ものと認められる。 

 



山口厚生年金 事案 910 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ連合会における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和 30 年２

月１日、資格喪失日は 32年２月 20日であると認められることから、申立人に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、6,000円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏     名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住       所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 28年４月ごろから 32年 12月ごろまで 

私は、申立期間において、Ｂ株式会社に勤務し、同社の労働組合事務所

において諸事務を担当した。 

申立期間に係る給与明細書等は保持していないが、Ｂ株式会社の社員と

同じ待遇であった。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の具体的な供述、申立期間当時にＢ株式会社に勤務していたとする者

及びＡ連合会に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金保

険の被保険者期間が確認できる者の供述から判断すると、申立人が、Ｂ株式会

社の労働組合であるＣ労働組合に勤務していたことが確認できる。 

また、前述のＡ連合会に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚

生年金保険の被保険者期間が確認できる者は、「当時は、Ｃ労働組合の事務を

担当する者は、Ａ連合会で厚生年金保険に加入していた。」と供述していると

ころ、同連合会に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と

生年月日が同一で、申立人の旧姓である「Ｄ」という氏名の基礎年金番号に統

合されていない厚生年金保険の被保険者記録（資格取得年月日は昭和 30 年２

月１日、資格喪失年月日は 32年２月 20日）が確認できる。 

さらに、申立期間当時にＢ株式会社に勤務していたとする者から、「Ｃ労働



組合の事務を担当する者の中で、『Ｄ』という氏名の事務員は、申立人以外に

いなかった。」旨の供述が得られたところ、Ａ連合会に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿から、申立人の旧姓である「Ｄ」と同姓同名の厚生年金保険

の被保険者は前述の記録以外に確認することができないことから、当該厚生年

金保険の被保険者記録は申立人の記録に相違ないと判断することができる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 30 年２月１日に被

保険者資格を取得し、32年２月 20日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事

務所(当時)に行ったと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人のＡ連合会

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、6,000円とすることが

妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 28 年４月ごろから 30 年２月１日までの期間 

及び 32 年２月 20 日から同年 12 月ごろまでの期間については、ⅰ）前述の、

申立期間当時にＢ株式会社に勤務していたとする者及びＡ連合会に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金保険の被保険者期間が確認

できる者の供述から、申立人の勤務開始時期を特定できる供述が得られないこ

と、ⅱ）適用事業所索引簿において、Ａ連合会が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは 30 年２月１日であり、28 年４月ごろから 30 年２月１日までの期

間については、厚生年金保険の適用事業所ではなかったこと、ⅲ）Ａ連合会に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が 32年２月 20日に資

格を喪失した際、健康保険被保険者証を返納した旨記載されていることが確認

できること、ⅳ）同被保険者名簿において、同日から 37 年６月１日までの期

間に被保険者資格を取得した者の中に申立人の名前は見当たらないことから

判断すると、申立人が、当該期間にＡ連合会において勤務していたこと及び給

与から厚生年金保険料を控除されていたことについて推認することができな

い。 

また、適用事業所索引簿により、Ｃ労働組合が、厚生年金保険の適用事業所

となったのは、昭和 42 年 10 月 13 日であり、申立期間において、同労働組合

は厚生年金保険の適用事業所として確認できない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



山口厚生年金 事案 911 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資格喪

失日に係る記録を昭和 51 年 12 月１日に訂正し、同年 11 月の標準報酬月額を

13万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年 11月 30日から同年 12月１日まで 

私は、厚生年金保険の被保険者記録について年金事務所に照会したとこ

ろ、Ａ株式会社Ｂ工場に勤務していた申立期間の被保険者記録が無いこと

が分かった。 

私は、昭和 48年４月１日にＣ株式会社に入社してから、Ｄ県などに転勤

し勤務していたことはあるが、その間もずっと同社の関連事業所に継続し

て勤務しており、厚生年金保険料も控除されていたと思うので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述などから判断すると、申立人

は、昭和 48 年４月１日にＣ株式会社に入社し、同社の関連事業所であるＡ株

式会社Ｂ工場及びＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 51年 12月１日にＡ株式

会社Ｂ工場からＡ株式会社に異動）、事業主により申立期間の厚生年金保険料

を給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ工場に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 51 年 10 月の記録から、13 万

4,000円とすることが妥当である。 

また、適用事業所名簿によると、Ａ株式会社Ｂ工場は昭和 51 年 11 月 30 日

に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間は適用事業所として



の記録が無いところ、複数の同僚が、「申立期間も継続して勤務していた。勤

務形態に変更は無く、給与から厚生年金保険料も継続して控除されていたと思

う。」と供述していることなどから、同社Ｂ工場は、当時の厚生年金保険法に

定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、社会

保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 

 

 



山口厚生年金 事案 912 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の、申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平

成 15 年４月は 18 万円、同年５月及び同年６月は 20 万円、同年７月及び同年

８月は 18 万円、同年９月及び同年 10 月は 20 万円、20 年２月は 22 万円、同

年３月及び同年４月は 26 万円、同年５月は 22 万円、同年６月は 20 万円、同

年７月及び同年８月は 24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間のうち平成 15年４月から同年 10月までの期間に

ついては、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否か

について明らかでないと認められ、20 年２月から同年８月までの期間につい

ては、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

また、申立人の、申立期間②から⑩に係る標準賞与額については、当該期間

のうち、申立期間②については 23 万円、申立期間③については 15 万 7,000

円、申立期間④については 30万円、申立期間⑤については 25万円、申立期間

⑥については 29万 2,000円、申立期間⑦については 17万 5,000円、申立期間

⑧については 17万 1,000円、申立期間⑨については 18万円及び申立期間⑩に

ついては 15万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 12年４月１日から 20年９月 25日まで 

          ② 平成 15年 12月 24日 

          ③ 平成 16年６月 21 日 

          ④ 平成 16年 12月 22日 

          ⑤ 平成 17年６月 21 日 

          ⑥ 平成 17年 12月 21日 



          ⑦ 平成 18年６月 26 日 

          ⑧ 平成 18年 12月 20日 

          ⑨ 平成 19年６月 21 日 

          ⑩ 平成 19年 12月 20日 

私は、申立期間①において有限会社Ａで勤務していたが、ねんきん定期

便に記載されている標準報酬月額は、実際に支給されていた給与額より低

いと思うので、給与支給額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

また、当該事業所から支給された賞与のうち、申立期間②から⑩までの

期間に係る賞与については、厚生年金保険の被保険者記録に反映されてい

ないので、当該期間に係る標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   申立期間①のうち、平成 15 年４月から同年 10 月までの期間及び 20 年２

月から同年８月までの期間については、事業主から提出された申立人に係る

平成 15 年度及び 20 年度の賃金台帳、及び申立人が所持する 20 年３月分か

ら同年８月分までの給与明細書によると、申立人は、当該期間について、オ

ンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料より高額の厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、事業主から提出された申

立人に係る平成 15年度及び 20年度の賃金台帳、及び申立人が所持する平成

20 年３月分から同年８月分までの給与明細書により確認できる報酬月額又

は厚生年金保険料の控除額から、15年４月は 18万円、同年５月及び同年６

月は 20 万円、同年７月及び同年８月は 18 万円、同年９月及び同年 10 月は

20 万円、20 年２月は 22 万円、同年３月及び同年４月は 26 万円、同年５月

は 22 万円、同年６月は 20 万円、同年７月及び同年８月は 24 万円に訂正す

ることが妥当である。 

なお、当該期間における申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履

行について、当該期間のうち平成 15年４月から同年 10月までの期間につい

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して



行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

さらに、当該期間における申立人に係る保険料の事業主による納付義務の

履行について、平成 20 年２月から同年８月までの期間については、事業主

が、申立人について賃金台帳から確認できる報酬月額を社会保険事務所に届

け出ていなかったことを認めており、事業主が保管する申立人に係る平成

19 年度の賃金台帳において確認できる報酬月額は、19 年の健康保険厚生年

金保険被保険者報酬月額算定基礎届において確認できる報酬月額と異なっ

ていることが確認できることから、事業主は、オンライン記録どおりの報酬

月額を社会保険事務所に届け、その結果社会保険事務所は、事業主が保管す

る申立人に係る賃金台帳及び申立人が所持する給与明細書において確認で

きる報酬月額又は厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月額に基づく

保険料の納入告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 一方、平成 12年４月から 15年３月までの期間及び同年 11月から 20年１

月までの期間については、事業主から提出された申立人の平成 12 年度から

20 年度までの期間に係る賃金台帳において確認できる報酬月額又は厚生年

金保険料の控除額に見合う標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額

と比べて同額又は低額であることが確認できることから記録の訂正は行わ

ない。 

２ 申立人は、申立期間②から⑩に係る標準賞与額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与支給総額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であ

ることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

事業主が提出した申立人の平成 15年度から 19年度までの期間に係る賃金

台帳から、申立人は、申立期間②から⑩までの期間において、事業主から賞

与の支払いを受け、標準賞与額（申立期間②については 23 万円、申立期間

③については 15万 7,000円、申立期間④については 30万円、申立期間⑤に

ついては 25万円、申立期間⑥については 29 万 2,000円、申立期間⑦につい

ては 17万 5,000円、申立期間⑧については 17万 1,000円、申立期間⑨につ

いては 18万円及び申立期間⑩については 15 万 6,000円）に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立人に係る健康保険厚生年金保険賞与支払届を社会保険事務所



に提出しておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料も納付していない

ことを認めていることから、社会保険事務所は、当該期間に係る厚生年金保

険料についての納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



山口国民年金 事案 623                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年７月及び同年８月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年７月及び同年８月 

私は、平成３年６月末に会社を退職後、母から勧められ、同年９月初

旬ごろ、Ａ市役所に年金手帳を持参の上、国民年金の加入手続を行うと

ともに同市役所の窓口で申立期間の国民年金保険料を納付した。 

申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の第３号被保険者の資格取得届

出状況等から、平成６年 10 月ごろＢ市で払い出され、申立人は、６年 10

月１日に資格取得していることが確認できることから、申立期間は未加入

期間であり、制度上、国民年金保険料を納付できない上、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

また、申立人の国民年金保険料が納付されたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立人は、申立期間に係る納付方法及び納付

金額等の記憶は曖昧
あいまい

であるなど、ほかに国民年金保険料が納付されたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人が所持する年金手帳の国民年金の欄において、初めて被保

険者となった日は平成３年７月１日と記載されていることが確認できるも

のの、同欄に「Ｂ市」の押印がされており、申立期間当時、申立人は別の

市に居住していたことを踏まえると、Ｂ市が、申立人の国民年金手帳記号

番号が払い出された６年 10 月時点で記載したものと推認される。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め



ることはできない。 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 624                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 50 年３月まで 

私は、昭和 49 年４月からＡ大学に進学するため、同年３月にＢ事業

所を退職したが、退社時に国民年金の任意加入手続について説明を受け

ていたので、Ｃ市役所で転出手続とともに国民年金の任意加入手続を行

った。 

申立期間の国民年金保険料は、Ｃ市役所で昭和 49 年３月に１年分を

一括して納付したので、申立期間を保険料納付済期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年３月に、Ｃ市役所において国民年金の任意加入手

続を行ったと申し立てているが、その時点では、申立人は厚生年金保険の

被保険者であり、学生ではないことから、同年４月からの任意加入手続を

行うことはできない上、国民年金手帳記号番号払出簿によると、Ｃ市にお

いて、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

また、申立人は、住所をＤ市に移動したと述べていることから、Ｄ市に

おける申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況を調査したが、同市にお

いても同手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらず、オンライン記録

においても、申立人の同手帳記号番号は見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金保険料が納付されたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、申立期間の保険料を一括納付し

たとしているが保険料額について曖昧
あいまい

であるなど、ほかに国民年金保険料

が納付されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



山口国民年金 事案 625 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年８月から 39 年２月までの期間及び 40 年８月から 44

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年８月から 39 年２月まで 

           ： ② 昭和 40 年８月から 44 年３月まで 

父（昭和 53 年死亡）が、私が老後に老齢年金を受給できるようにと

国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を私の普通預

金口座から、申立期間②の国民年金保険料をＡ銀行Ｂ支店で納付してく

れた。 

詳細は覚えていないが、申立期間を国民年金の被保険者期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿及び申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日により、申立人の国民年金手

帳記号番号は、昭和 44 年 12 月９日にＣ市で申立人の妻と連番で払い出さ

れており、申立人は 36 年４月１日にさかのぼって資格取得していること

が確認でき、ほかに申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 44 年 12 月時

点では、申立期間①及び申立期間②のうち 40 年８月から 42 年９月までの

期間の国民年金保険料については、時効期限が到来しているため、保険料



を納付することができない。 

さらに、Ｃ市が国民年金保険料を同市の指定金融機関から口座振替によ

り納付することを開始した時期は、昭和 52 年４月からであり、申立人の

申立内容には齟齬
そ ご

がみられる。 

加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は国民年金の加入手続

及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の加入手続を行ったとする父

は既に死亡しているため、申立人の申立期間に係る加入手続及び保険料の

納付状況について確認することはできない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 

 



山口国民年金 事案 626 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年 10 月から 46 年１月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45 年 10 月から 46 年１月まで 

昭和 45 年９月 30 日にＡ市内の会社を退職後、老後のことを考え、同

年 10 月にＡ市役所Ｂ出張所において国民年金への加入手続をし、 

納付記録のあるＡ市Ｃ町へ転居するまでの間、Ｂ出張所の年金取扱窓口

において国民年金保険料を納付したのに、申立期間が未加入期間と記録

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した後の昭和 45 年 10 月に国民年金へ加入し、国

民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記

号番号は、昭和 46 年２月ごろにＡ市において払い出され、申立人の国民

年金被保険者台帳により、同年２月１日に国民年金の資格を取得している

ことが確認できる上、申立人にＡ市において別の手帳記号番号が払い出さ

れていることをうかがわせる事情も見当たらないことから、申立期間は未

加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、Ａ市役所Ｂ出張所において、加入手続及び納付を行っ

たと主張しているところ、申立人が国民年金の加入手続及び納付した際の

住所地は、申立人の国民年金被保険者台帳にＡ市Ｃ町と記載されており、

申立内容と一致しない上、申立人の加入手続の時期や納付場所に関する記

憶は曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

山口厚生年金 事案 908 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 40 年４月ごろから 41 年４月ごろまで 

私は、昭和 40 年４月ごろから約１年間において、Ａ公共職業安定所

に紹介されたＢ社に勤務し、Ｃの業務に従事していた。  

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間について、Ｂ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

  しかし、Ｂ社の事業主の妻は、「Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所で

はなく、従業員の給与から厚生年金保険料を控除したことは無い。」と供

述しているところ、適用事業所原簿において、Ｂ社及びＢ社と類似名称の

事業所が、厚生年金保険の適用事業所であったことを確認することはでき

ない。 

  また、当時の事業主は死亡しており、申立人は、同僚の氏名等を記憶し

ておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認でき

る供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における申立事業所での勤務状況及び厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

山口厚生年金 事案 909 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく船員保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月１日から 52 年３月 17 日まで 

私は、昭和 48 年４月１日にＡ株式会社に船員として勤務を開始し、

初任給は 20 万円であったと記憶しているのに、同年４月の標準報酬月

額は９万 8,000 円と記録されている上、その後、給与支給額が増加した

にもかかわらず、実際に支給されていた給与額に見合う標準報酬月額よ

り低い標準報酬月額が記録されている。 

船員手帳は所持していないが、実際の報酬月額に見合う標準報酬月額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社が保管する申立人の「船員保険被保険者資格取得確認及び標

準報酬決定通知書」及び「船員保険被保険者標準報酬改定通知書」によれ

ば、同社は、申立人の標準報酬月額について、昭和 48 年４月から 49 年３

月までの期間は９万 8,000 円、同年４月から 50 年３月までの期間は 14 万

2,000 円、同年４月から 51 年３月までの期間は 18 万円、同年４月から 52

年１月までの期間は 20 万円とする届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たことが確認でき、当該標準報酬月額は、申立人の同社に係る船員保険被

保険者名簿及びオンライン記録と一致していることが確認できる。 

また、Ａ株式会社は、「当社とＢ組合との協定により、大学卒業扱いで

あった申立人の初任本給は５万 8,700 円であった。」と回答しているとこ

ろ、同社が保管する同社とＢ組合との協定書によると、昭和 48 年４月１

日時点において、同社における大学卒の採用初任本給は５万 8,700 円であ

ったことが確認できる。 



 

さらに、Ａ株式会社は、「給与台帳は既に廃棄しており不明であるが、

初任給で 20 万円支給されたという申立人の給与の中には、乗船時にのみ

支給される乗船手当が含まれていると思われる。当社では、船員保険の標

準報酬月額は、『汽船告示による算定方法』（昭和 34 年７月 28 日付厚生

省告示第 233 号）により、基本給と乗船手当などを合算した年収総額を考

慮した計算式により算出していたので、実際の給与支給額と標準報酬月額

は異なる。」と回答しているところ、前述の被保険者名簿から、申立期間

当時、船員保険の被保険者記録が確認できる同僚は、「乗船時と下船時と

で給与額に変動があったので、標準報酬月額は１年間を通算して算出して

いたと聞いている。」と供述していることから判断すると、同社では、船

員保険の標準報酬月額を、「汽船告示による算定方法」により算出してい

たと推認され、給与月額と標準報酬月額とは必ずしも一致しないことがう

かがえる。 

加えて、前述の被保険者名簿から、申立期間当時、船員保険の被保険者

記録が確認できる同僚の標準報酬月額を検証しても、申立人の標準報酬月

額のみが低額であるという事情は見当たらず、複数の同僚は、同社におけ

る自身の標準報酬月額について、「記録されている標準報酬月額に誤りが

あるとは思わない。」と回答している上、申立人及び同僚の標準報酬月額

がさかのぼって訂正されるなどの不自然な形跡も見受けられない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間における船

員保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間について、申立人が主張する

標準報酬月額に基づく船員保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

なお、申立人は、初任給が 20 万円であったのに、Ａ株式会社における

資格取得時の標準報酬月額が最低等級の９万 8,000 円となっているのは納

得できないと主張しているが、申立人が資格取得した昭和 48 年４月にお

ける船員保険の標準報酬月額の最低等級は１万 2,000 円である上、同最低

等級が９万 8,000 円となったのは平成 13 年１月である。 

     

 



 

山口厚生年金 事案 913（事案 422 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 30 年 10 月３日から 34 年 10 月 14 日まで 

私は、申立期間についてＡ市のアメリカ軍キャンプで勤務していた

が、途中からＢ市のアメリカ軍キャンプに異動した。 

勤務内容は、Ｂ市のアメリカ軍キャンプの連絡係として、Ｃの業務

を行うというものであった。 

申立期間について、年金記録確認第三者委員会に厚生年金保険の被

保険者記録の訂正を求めたところ、記録の訂正が認められなかった。 

前回の申立ての時には思い出せなかったが、今回、私が申立期間後

に事業を始めた際、社会保険事務所（当時）に年金記録について照会

したところ、駐留軍に関する記録があったとの回答を得たことを思い

出した。 

以上のことから申立期間において勤務していたことは間違いないの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）昭和 27 年４月 28 日にサンフラ

ンシスコ平和条約の発効によって進駐軍（連合国軍）による占領は終結し、

29 年 12 月にＢ市のアメリカ軍キャンプは自衛隊基地となり、Ｄ県Ｅ課で

は、申立期間当時は多数のキャンプ従業員が退職するなど駐留軍に関する

業務を縮小する時期であったことがうかがわれること、ⅱ）申立期間に申

立人と一緒にアメリカ軍キャンプで勤務していたとする複数の同僚は、申

立期間において他の事業所で厚生年金保険に加入しており、当該同僚の全

員が「申立人が申立期間に勤務していたか否か記憶に無い。」と述べてい

ることなどから、申立人の申立期間の勤務状況を確認することができない



 

などとして、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年７月 24 日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は、「事業を興した時、社会保険事務所

で年金記録を確認したところ、担当の職員から『駐留軍の記録はある。あ

と少し保険料を払えば満額の年金がもらえる。』との説明を受けたことを

思い出したので、その時には申立期間の記録はあったはずである。」と述

べているが、申立人は、当該社会保険事務所の職員の氏名及び説明を受け

たとする時期等を覚えていない上、Ｄ県Ｅ課に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿及びオンライン記録において、申立人の厚生年金保険の被保

険者記録がさかのぼって訂正されるなど不自然な形跡は認められず、申立

内容について確認することはできない。 

また、Ｄ県Ｅ課に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人と同様に昭和 30 年ごろに厚生年金保険被保険者資格を喪失した 15 人

に照会したところ、回答があった 12 人全員が、自身の厚生年金保険の被

保険者記録について「間違い無い。」と回答しており、一人は「人員整理

のうわさが流れ自発的に退職した。」、二人は「退職を勧奨されて退職し

た。」、残りの９人は「解雇された。」と回答しており、このうち、申立

人が名前を挙げた同僚は、「申立人とは通勤の行き帰りに顔を合わす程度

で、申立人の勤務期間についての具体的な記憶は無いが、私は、昭和 31

年２月 16 日に駐留軍の仕事を解雇された。」と回答しているところ、前

述の被保険者名簿において、当該同僚は、昭和 31 年２月 17 日に厚生年金

保険被保険者の資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、前述の被保険者名簿において、昭和 29 年２月 15 日に厚生年金

保険被保険者の資格を取得し、34 年６月に資格を喪失していることが確

認できる者は、「私は、アメリカ軍のＦに関する専門的な知識を持ってい

たため、継続して雇用されていたが、Ｇの技術や技能が無かった者は、昭

和 30 年ごろに解雇されたのではないかと思う。」と供述しているなど、

申立人が申立期間において、当該事業所において継続して勤務していたこ

とをうかがわせる供述を得ることができず、他に委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、厚生年金保険被

保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



 

山口厚生年金 事案 914    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年３月１日から 28 年３月１日まで 

          ② 昭和 28 年 10 月５日から 29 年 11 月 30 日ま 

           で 

 私は、年金事務所に、厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、

両申立期間の被保険者記録が確認できないとの回答を得た。 

申立期間①については、Ａ株式会社Ｂ支社Ｃ営業所で採用され、当

該事業所を合併したＤ株式会社（現在は、Ｅ株式会社）Ｆ支社に継続

して勤務していたが、私の厚生年金保険の被保険者記録を見ると、Ｄ

株式会社Ｆ支社における７か月間の被保険者記録（昭和 28 年３月１日

取得、同年 10 月５日喪失）しか無い。 

また、申立期間②についても同社Ｆ支社に引き続き勤務していたはず

なので、両申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している複数の上司や同僚は、いずれも既に死亡又は連絡

先不明となっており、Ａ株式会社Ｂ支社Ｃ営業所及びＤ株式会社Ｆ支社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から両申立期間に厚生年金保険の

被保険者であったことが確認できる複数の同僚に照会したが、いずれの者

も申立人を記憶しておらず、申立人が両申立期間において勤務していたこ

とを確認することができない。 

また、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）から、申立期間①における

Ａ株式会社Ｂ支社Ｃ営業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

る複数の同僚のうち一人は、「入社と同時に加入する取扱いではなかった



 

のだと思う。」と供述しているところ、旧台帳から確認できる厚生年金保

険被保険者資格の取得時期が、当該同僚が供述する勤務の開始時期と一致

していないことから判断すると、Ａ株式会社Ｂ支社Ｃ営業所の事業主は、

当時、従業員について必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させてい

たとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、両申立期間について、Ｅ株式会社は、「両申立期間当時の資料

が無く、申立人の在籍期間や厚生年金保険の加入状況については不明であ

る。」と回答していることから、申立人の両申立期間における勤務実態、

厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

加えて、申立人は、昭和 27 年３月１日から 29 年 11 月 30 日までの期間

においてＡ株式会社Ｂ支社Ｃ営業所に入社し、当該事業所及びＤ株式会社

Ｆ支社に勤務していたとしているが、適用事業所名簿において、Ｄ株式会

社Ｆ支社は、昭和 27 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間①のうち、同日から 28 年２月 28 日までの期間、及び申立期

間②における同社Ｆ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立

人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号にも欠番は見られない。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、両申立

期間に係る厚生年金保険の被保険者記録は無く、当該旧台帳の記録は、前

述の被保険者名簿の記録及びオンライン記録と一致している。 

このほか、両申立期間において、厚生年金保険料を各事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに

申立人が両申立期間において各事業主により給与から厚生年金保険料を控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

山口厚生年金 事案 915    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 55 年 10 月１日から 58 年９月 29 日まで 

 私は、Ａ株式会社のＢというＣ業のＤ職として勤務していた期間の

給与月額は約 30 万円から 35 万円だったが、ねんきん定期便では、申

立期間の標準報酬月額が 22 万円と記録されており、実際の給与月額よ

りかなり少なくなっているので、申立期間の標準報酬月額を実際の報

酬月額に見合う金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認し

ても、申立人の標準報酬月額等の記載に不自然な形跡は無く、当該被保険

者原票に記載された標準報酬月額はオンライン記録上の標準報酬月額と一

致しており、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

   また、適用事業所名簿において、Ａ株式会社は、昭和 55 年 10 月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認できるところ、前述の

被保険者原票において、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確

認できる同僚の標準報酬月額を検証しても、申立人の標準報酬月額のみが

低額であるという事情は見当たらない。 

さらに、申立人は給与明細書等の関連書類を所持しておらず、Ａ株式会

社は、商業登記簿において、既に解散していることから、申立期間当時の

賃金台帳等の関連資料を確認することができない。 

加えて、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚から、

申立期間当時、支給されていた給与額がオンライン記録上の標準報酬月額



 

と一致していないとの供述は得られない。    

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間における厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 


